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社会保険庁が実施する事業の概要  

○年金保険事業  

・厚生年金保険制度   

事業所に使用される労働者の老齢、障害又は死亡について保険給付を行い、労働者とその遺族の生活の安定を図る   

ことを目的とする長期保険制度であって、政府が管掌しているもの。   

・国民年金制度   

日本国内に住所を有する20歳以上60歳未満の者を被保険者とし、老齢、障害又は死亡について給付を行い、国   

民生活の維持及び向上を図ることを目的とする年金制度であって、政府が管掌しているもの。  

○船員保険事業   

船員法の適用がある船員を対象とし、陸上労働者に対する健康保険、雇用保険及び労働者災害補償保険に相当するも  

のを包含した総合保険（職務外の年金部門は、昭和61年に厚生年金保険に統合）であって、政府が管掌しているもの。  

（注）日本年金機構の設立後lよ職務上疾病、年金部門及び失業部門のうち、労災保険及び雇用保険に相当する部分を  

一般制度へ統合し、職務外疾病部門及び船員保険独自給付部門は、全国健康保険協会に移管される（適用■徴収業  

務は日本年金機構において行う。）。  

※ 政府管掌健康保険事業   

法人事業所等に使用される者を被保険者とし、その業務外の疾病、負傷、死亡及び出産に対して療養の給付を行う健康保険事業のうち、政  
府が運営主体（保険者）となっているもの（政管健保以外の公的医療保険制度の保険者としては、健康保険組合、共済組合、市町村国民健康  
保険などがある。）。主に中小企業の従業員とその家族が加入する。  

（注）平成20年10月からは、！卿折卜徴収業務lま社会保倹庁（日本年金機構設立後ーま同機構＝こお  
いて行う。）。   



社会保険庁の事業の規模  

（平成19年度）  

（注1）「加入者数」及び「事業所数」については、平成19年度末現在。  

（注2）国民年金の加入者数は、国民年金第1号被保険者及び第3号被保険者の  

合計。  
（注3）国民年金（基礎年金）の給付額は、保険料のほか、国庫負担金及び他制  

度からの拠出金により賄われている。  

（注4）政管健保・船員保険の加入者数は、被扶養者を含む。  
（注5）政管健保・船員保険の保険料収納額は、給付のほか、老人保健拠出金、  

退職者給付拠出金等に充当されている。  
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社会保険庁の組織及び人員の基本的事項  

○ 平成20年度における社会保険庁の職員数は、20，869人。（正規職員13，113人）  

＊職員数は、全国健康保険協会及び国（医療指導■年金）への移管分を除く。  

地方社会保険   

（47カ所）  

・管轄区域（都道府県）内の  

事務に関する企画・立案  

・社会保険事務所の監督等  

・都道府県単位の集約事務  

処理  

〔正珊員 4・330人〕  

社会偏膜  （312カ所）   

適用・徴収・裁定事務、年金手帳の作成  
交付、年金相談の実施等  

〔正親員 7，947人〕  

〔正規職員133人〕  

本庁（薫京・霞ケ肺  

地
方
支
分
部
局
 
 

社会保険事業運営に関する企画・立案、地方支分  
部局が行う業務の指導等  

施
設
等
機
関
 
 

淵貞6ノ〕  

社会保険業務センター（東京・高井戸及びヨ酎  

被保険者の記録管理、年金支払業務、システム運用、  
年金相談  

〔正規職員21人〕   

会保険大 （千葉・白揃）  

社会保険の事務に従事する者に対する研修  年金欄讃センター  

（51カ所）   
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社会保険庁組織図（平成20年10月1日現在）  

「総務部下   
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（施設等機関）  
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」所長＿副所長  

社会保険事務所（312ヶ所）   

庶 務 課  
会 計 課  

企画調整課  
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情報管理部  管 理  
システム開発  
システム開発  
指 導  
運 用   

課
課
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課
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第
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業 務部  業務管理課  
債権調査課  
業務審査課  
業務渉外課  
業務第一課  

業務第二課  
業務第三課   

年金番号課  
記 録 課  
記録提供課   

相談管理課  
相談指導課  

相談業務課  

記録管理部  

中央年金相談室  



社会保険業務の実施体制の概要   

社会保険事務所及び社会保険事務局事務センターと社会保険業務センターは、オンラインシステムで結ばれ、  

それぞれの機能の特性（一件対応窓口処理・集約処理・大量集中処理）を活かして、事務処理を実施。   

172万事業所  

（平成19年度末現在）  

事業所  
′  

J  

l  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

ヽ  

厚生年金■健康保険  

の被保険者の事務  

手続は、原則、事業  
所を経由して行う  

加 入 者  

年金受給者  

加 入 者  
（厚年・国年）   

6，555万人  
（健保・船保）   

3，645万人  

年金受給者   

3，784万人  

（平成19年度末現在）   

※ 健保■船保の加入者  
には被扶養者を含む  

市区町村  

国民年金の届出  

手続は、原則、市  
区町村を経由して  

行う  

1，811市区町村  

（平成20年4月1日現在）  

（注1）届書等の処理については、順次、各都道府県の社会保険事務局事務センターヘの集約処理化を進めているところであり、  

社会保険事務局によっては、審査業務等を社会保険事務所で行っている。  

（注2）社会保険業務の業務－システム最適化計画において、届書の入力、審査、決定等の業務について、都道府県を越えた集約を、  

順次実施することとしている。  
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適用・徴収業務（国民年金）の流れ  
覧
蟄
豪
勢
澄
 
 

書類送付  

加入等  

の手続   

■資格取得届   

686万件／年  

〔 〕  

（＊資格喪失届 790万件／年）  

（平成19年度）   

＊3号被保険者は、平成14年度   

から事業主経由  

・年金手帳  

＝⊥         巾小小巾十叶十小十十｛小十小十十＋小 ＋小十  十小 叶心十十叶小小 十 十十ヰ」 l  

・納付書  

叫■ト         ■－1  

自営業者等  

・国民年金  

・保険料納入  

（1号被保険者のみ）  

（注）届書等の処理については、順次、各都道府県の社会保険事務局事務センターヘの集約処理化を進めているところであるが、   

社会保険事務局によっては、現時点では、審査業務等を社会保険事務所で行っている。  
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国民年金保険料の納付状況  

平成17年虐の最終納付率は、■72．・4％仲㈱  

（平成閻ントト  
※最終納付率は、17年度分の保険料として納付すべき月数（法定免除月数・申請全額免除月数・   

学生納付特例月数・若年者納付猶予月数を含まない。）に対し、時効前（納期力、ら2年以内）までに   
納付した月数の割合。  0

 
 

5
 
 

納
付
率
 
 

0
 
 

4
 
 

（
％
）
 
 

納付率の推移  

15年度  16年度  17年度  18年度  19年度  

15年度分保険料  63．4％  65．6％  67．4％  

16年度分保険料  63．6％  66．3％  68．2％  

17年度分保険料  67．1％  70‘．7％  72．4％   

18年度分保険料  66．3％  69．0％   

19年度分保険料  63．9％   

0
 
 

0
 
 

2
 
 

3
 
 

※時効前（納期から2年以内）に納付する者を含めると約7割が納付  

（目標納付率）  

16年度目標   17年度目標  18年度日標   19年度目標   

65て％   69．5％   74．5％   80．0％   10111213141516171819  

（年度）  15年8月に国民年金特別対策本部において、中長期的な目標納付率（80％）を設定。  

16年10月に行動計画において、年度別の目標納付率を設乱   
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国民年金保険料の納付状況等の推移及びその分析  

① 平成9年度以降、全ての市町村において20歳到達者で  

加入手続を行わない者に対する職権適用（国民年金手帳  

の送付）が行われた結果、未加入者（注）数が大幅に減少   

（注）「未加入者」とは、国民年金の第1号被保険者に該当するが、加  

入手続を行っていないため、第1号被保険者として把握されていな  

い者  

未加入者及び免除者を考慮した納付率  

② 平成13年度以前（地方分権前）には、現在の免除基準  

には該当しない者であっても、特例で免除が認められてい  

た（特例免除）  

（例）免除基準上非免除となるが所得が低いと考えられる者   

○ ①未加入者の影響、②特例免除の影響を排除して納付  

率を算出することにより、市町村が保険料を徴収していた  

時代の納付率を現在と向じ条件で比較することが出来る  

（いわば実力ベースの納付率）。   

（注）未加入者及び特例免除を分母に加えることにより、納付率の比  

較を行う。  

○ 平成9年度の納付率（79．6％）について、「実力ベース」  

での納付率を計算すると、次のとおり   

●未加入者の影響を排除 → 73．7％  

（空車 5 6 0 8 9 ⑲ ‖12 ⑩1415 ①171819  

●未加入者及び特例免除の影響を排除 →69．9％   園未加入者数（千人） ・十納付率  一幕－－一未加入者を考慮した納付率 「ト未加入者及び特例免除の影響を排除した納付率  

注平成4、7・10、13及び1時度の未加入音数軋公的年金加入状況等調査による。他の年度の未加入者致は・これらの年度から単純に綿型按分したもの0 8  



収納対策のスキーム（概念図）  

強制徴収の実施弓不公平感の解消と波及効果  

納めやすい環境つ＜りの整備   

○ 口座振替の推進  

○口座振替割引制度の導入（H17．4～）  
（口座振替率）  

17年度末 18年度末 19年度末  
40％ 一→  40％  → 40％  

660万人   642万人  599万人  

○任意加入者の口座振替の原則化  

（H20．4′～）  

○コンビニ納付の導入 （H16．2～）  
（利用状況）  

17年度   18年度  19年度  

589万件→ 749万件→ 874万件   

○インターネット納付の導入（H16．4′」  
（利用状況）  

17年度   18年度  19年度  

14万件 → 24万件 → 31万件   

○クレジットカード納付の導入  

（H20．2～）  

（クレジットカード納付率）  19年度  

2万件   

○税申告時の社会保険料控除証明書   

の添付義務化（H17．11～）  

納付督励の実施  

・最終催告状は当該年度に毒手し発行した件数  
・納付等、財産差押え件数は、平成20年3月末現在  

：効率化により強制徴収へ要員シフト  

戸別訪問（面談）  

H17年度1，774万件  

H18年度1，627万件  
H19年度1，432万件  

○電話納付督励の外部委託（H17．4～数値目標設定）  

○面談による納付督励に成果主義を導入（H17．10～）  

○市場化テストによる民間ノウハウの活用（H17．10～）  

督励件数  H17年度 19万件  
H18年度 255万件  
H19年度 621万件   

17’5ケ所 →18’35ケ所 一→ 19’95ケ所  

集合徴収（呼出）  
H17年度1，952万件  

H18年度1，143万件  

H19年度  290万件  

全社会保険事務所単位で行動計画の策定・進捗管理（H16．10～）  

免除などの周知・勧奨   

免除や学生納付特例（学生の問の保険料納付を猶予し後で納付できるし＜み）を周知・勧奨し、  
年金権を確保、年金額を増額   

○ ハローウークとの連携による失業者への免除制度の周知（H16．10～）   

○ 若年者納付猶予制度の導入（Hl了4～）   
○ 免除基準の緩和・免除の遡及（H17．4～）   
○ 申請免除手続の簡素化（継続意思確認H17．7～／手続きの簡素化H18．7～）   

○ 法定免除手続の簡素化（H19年度～）   
○ 学生納付特例の申請手続の簡素化（H20．4～）  

広報・年金教育等  

○年金制度の安心感、有利性をわかりやすく伝え国民の不安を払‡式 ○学生・生徒に対し、年金制度の意義等に関する理解を促進 ○ねんきん特別便等、きめ細かい情報・サービスの提供  

9   
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平成19年度行動計画における取組  

○ 所得情報を基に、未納者を強制徴収対象、納付醤励対象、免除等申請勧奨対象に区分し、さらに未納   
月数毎に細分化し、各区分の未納者属性に応じた督励・勧奨方法、スケジュール及び担当者を明確にし   

て督励等を実施。  

○ また、納付月数の増加目標と免除等申請受理目標をそれぞれ設定し、分子と分母の両面への取組を具   

体化した。（概念図参照）  

糸内 イ寸 率 の 向 上 及 び 未 糸内 音 数 王威 少 へ の 耳又 組 （概 念 匿l）  

所 得 層、未 納 期 間、 年 齢、 督 励 事 蹟 等 の 属 性 別 に 未 納 者 数 を 把 握  

○中期未納者  

・強制寺戟収を前提とした督励  
・口座振替申言青書受理の   

徹底  

○短期未納者   

・速やかな初期対応及び   
2；欠対応を含めた各督   
励の連携  

（文書→電喜吉→戸別（繰  
り返し））  

○中長期未納者  

・弓壷制徴収を前提とした督励   
・口座振替申言責書受理の徹底  

○中期未納者  

一各督励の連携  
・口座箋辰替申言青書受王里の   
徹底  

Cl短期未納者  

一連や力ヽな初期対応及び   
2；欠対応を含めた各督   

励の連携  
（文書→電言舌→戸別（繰   

り返し））  

付
習
励
対
象
（
中
間
所
得
）
 
 

○多段階免除承言忍者（1／4，半額、3／4） ・承認と同時に納付督励を実施  
免
除
温
申
拝
勧
奨
対
象
（
低
所
得
）
 
 

免
除
等
申
請
受
理
目
標
 
 
 

2
0
歳
代
以
外
 
 

O「申請免除（全色・多段階）制度」の周知及び申請書の提出勧奨の徹底  
一→ 18年度所得情報による新たな納付匪】難者に対する申請勧奨の徹底  
－一 議続免除却下者に対する速や力、な納イ寸督励及び若年者納付猶予、多段階免除申請勧奨の実施  

O「学生納付特例制度」「若年納付猶予制度」の周知及び申請書の提出勧奨の徹底  
→18年度所得情報による新たな納イ寸困難者に対する申請勧奨の徹底  
→ 継続免除（若年）却下者に対する速や力、な納付督励及び多段階免除申請勧奨の実施  
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強制徴収の充実・強化  

○ 十分な所得がありながら、度重なる納付督励に応じない未納者に対しては、強制徴収の着手を推進している。  
○ 平成18年度までは、最終催告状の発行を目標としてきたが、平成19年度は、最終催告状から財産差押えまでに至るプロセス   

を確実かつ速やかに実施することにより、強制徴収1件当たりの収納月数の増加を目指した取組を推進している。  

（実施状況：平成20年3月末現在）  

平成15年度着手分   平成16年度毒手分   平成17年度毒手分   平成18年度毒手分   平成19年度毒手分   

最終催告件数  
（強制徴収対象者数）   

9，653件   31，497■件   172，440件   310，551件   40，727件   

醤促件数   418件   4，724件   57，470件   119，177件   8，980件   

差押件数   50件   744件   10，997件   13，970件   730件   
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強制徴収の取組み（イメージ図）  

平成20年度  平成19年度以前分  

■■llll■l■ ■ ■ ■ ■■          l  

未納者  
強制徴収取組件数（35万件）：  

＊   

件   

60万件を目標とl   
してきたところでl  

主景  

得金綾  

200  

最終催告状   

ユ  務を考慮し35万■   
万円以上  

13月以  

上の未納  

月数を  

する者  
督促状  

最終催告対象者  
の50％以上  

督促状  

最終催告対象者  
の50％以上  

（継続した取組）  

差押え  

促対象者  
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適用・徴収業務（厚生年金保険t健康保険）の流れ  

フア  イ  ル  

（注）届書等の処理については、順次、各都道府県の社会保険事務局事務センターヘの集約処理化を進めているところであるが、   

社会保険事務局によっては、現時点では、審査業務等を社会保険事務所で行っている。  
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厚生年金保険・政府管掌健康保険の適用促進  

①未適用事業所の適用促進  

○ 雇用保険の適用事業所情報、新規設立法人情報や関係機関からの情報等により未適  

用事業所を把握し、加入指導を実施。  

○ 平成16年度以降、重点的な加入指導又は職権適用の対象を順次拡大。  

○ 平成19年度より、各社会保険事務所■事務局ごとの行動計画を策定し、目標達成のた  

めの取組みを推進。  

平成18年度  平成17年度  平成16年度まで  

○これまでの情幸引こ  

加えて民間会社か   

らの新規設立法人  

情報を活用し、未  

適用事業所を把握   

○重点的な加入指導  

（10人以上の事業所）  

○職権適用  

（15人以上の事業所）  

○法人登記申請書、  

雇用保険適用事業  

所情報等を活用し、  

未適用事業所を  

把握  

○重点的な加入指導  

（平成16年7月以降、  

20人以上の事業所）   

○（同左）  

○重点的な加入指導  

（15人以上の事業所）  

○職権適用  

（20人以上の事業所）  
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